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2D4 公営研究機関に 於ける運営形態の 多様化とその 役割 

0 小山 康夫，山本 長吏，武部 一成，権 田 令 治 ( 科学技術政策研究所 ) 

1  はじめに 

1983 年以降、 高度技術工業集積地域開発促進法 ( テクノポリス 法 ) 、 基盤技術研究円滑化 

法 ( 基盤助法 ) 、 民間事業者の 能力の活用に よ る特定施設の 整備の促進に 関する臨時措置法 

( 民活法 ) 、 生物系特定産業技術研究推進機構法 ( 生所機構法 ) 等の技術高度化や 研究開発 

基盤の整備促進に 係わる法律に 基づいて、 地方自治体の 出資や出 損によ る研究開発機関 ( 以 

下 、 「財団法人等の 研究開発機関」という。 ) 若しくは研究開発支援機関の 設立が全国的に 

展開されてきている。 その一方で、 国の制度によらない 地方自治体独自の 財団法人等の 研究 

開発 ( 支援 ) 機関の設立も 同時に展開されてきている。 

財団法人等の 研究開発機関は、 地方自治体の 試験研究機関 ( 以下、 「公設 試 」とし )60 ) 
と 異なり、 外部資源を活用することにより、 その運営形態も 多様化してきており、 今後の公 

営研究開発機関のあ り方を示唆しているのではないかと 考えられる。 よって 、 仝回、 これら 

財団法人等の 研究開発機関について、 アンケート調査をもとに、 最近再編整備が 進んで い る 

公設 試と 比較しながら 分析した結果を 報告する。 

2  財団法人等の 研究開発 ( 支援 ) 機関の設立状況 
都道府県及び 政令指定都市に 対するアンケート 調査結果によると、 図 1 に示すとおり、 地 

刀自治体の出資や 出 損によ る財団法人等の 研究開発 ( 支援 ) 機関は、 161 設立されている。 
これらの機関は、 埼玉県と高知県を 除く 45 都道府県で設立され、 国の制度に ょ らない機関が 

85 、 国の制度関連の 機関が 76 となっている。 

設立推移をみると、 1982 年度までに設立された 20 機関は、 ( 財 ) 浜松地域テクノポリス 推 

造機構を除いては 国の制度に ょ らない地方自治体独自の 研究開発 ( 支援 ) 機関であ る。 1983 

年度以降は急激に 増え、 

国の制度関連で 75 機関が 
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の 制度を補完することを 目的にしたものや 北ょ 鵬曳略 としての研究開発機関の 設立も見られる。 

さらに、 ( 財 ) 茨城県科学技術振興財団、 ( 財 ) 神奈川県科学技術アカデミⅠ ( 財 ) 福岡 
県 科学技術振興財団、 ( 財 ) 静岡県科学技術振興財団、 ( 財 ) ひょうご科学技術創造協会な 
ど 科学技術という 名称を冠した 機関も見られた。 

3  公設試の再編整備及び 新規設立の状況 

都道府県及び 政令指定都市に 対するアンケート 調査結果に よ ると、 1992 年度までに 575 の 

公設 試 が設立されている。 これらの公設 誠 に対するアンケート 調査の結果、 研究を実施して 

いると回答のあ った 4m7 機関のうち、 1984 年度以降に再編整備又は 新規に設立された 公設 試 

は 、 表 1 に示すとおり 142 機関 (34.1%) であ り、 年々増加傾向にあ る ( 図 2) 。 商工系公 
設試の再編整備や 新規設立が 43.8% と進んで い るが、 再編整備や新規設立された 公設試の中 

では、 農林水産系が 53.5% を占めている。 

公設試の研究員規模は、 表 2 に示すとおり、 平均値が 25.3 人で、 中央値は 18 人であ った。 

表 1  公設試の再編整備・ 設立状況 
図 2  19%-1992 年度に再編整備 
又は設立された 公設 試 

表 2  研究を実施している 公設 試の 

84 85 86 87 88 

4  調査分析結果 
財団法人等の 研究開発 ( 支援 ) 機関に対するアンケート 調査で回答のあ った 109 機関のう 

ち 、 実際に研究開発を 実施している 機関は、 表 3 に示す と お @ 46 機関であ り、 そのうち、 

地方自治体独自の 機関が 20 、 テクノポリス、 頭脳立地や生研機構等の 国の制度関連の 機関が 

26 となっている。 

  財団法人等の 研究開発機関の 研究員規模は、 表 4 に示すとおり、 最大値が 191 人であ るが、 

  平均値が 22.8 人、 中央値が 5.8 人と、 公設 誠 に上 ヒ駁 して、 小規模な機関が 多い。 研究分野は 、 

表 5 に示すとおり、 幅広くなっているが、 生物科学、 新素材・材料工学、 電気電子工学等の 

先端技術関係が 中心となっている。 

一方、 研究員 ( 火 ) 、 建物 ( 物 ) 、 研究費 ( 金 ) をとおして財団法人等の 研究開発機関の 

運営形態についてみると、 表 6 に示すとおり、 40 機関のうち、 35 機関 (87.5%) が期限付き 
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地方自治国の 卸 
体 単独 座関連 計 構成比   

研究開発機関 20 26 46 42.2% 

構成比 43.5%  56.5%  1 ㏄ 丑勉 
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国の制度関連の 56 機 M の内訳 

基盤技術研究 促 、 2  7.7%  0  0 ． 0%  2  3.6% 

その他 3  115%  1  3.3%  4  7.1 鬼 

吉士 鋳 100 ． 篠 30  100 ． 0 弔 文 100 ． 弗 

表 5  財団法人等の 研究開発機関の 研究分野 ( 複数回答 ) 
素材 

回答機関 月 学林 食品工 生物科医学 菜鉄 年金材料工機械王通信 情 甘気仮床 枕衛 
研究分野数 学 水産学学 化 3  字 牛 耳 学 学 報工学手工学生 その他計 
国 の制度 
関連 A 25@ 4@ 1 2 2 6 2 0 6 4 4 6@ 1 3@ 41 
地方自治 
体 " 独 " 19   1 4 2 2 3 1@ 2 2 3 2 0 6@ 29 

吉 士 C 44 5 2 6 4 8 5 1@ 8 6 7 8@ 1 9@ 70 

対構 関数 A ね 5 機関 16.0%  4.0%  8.0%  8.0%  24.0%  8.0%  0.0%  24.0%  16.0%  16.0% 244.0%  4.0%  12.0% 
対校関数， B/19 株 関 ・ 5.3%.  5.3%.21.1%,10 ・ 5%,10.5%.15.8%.  5.3%.10 ・ 5%.10 ・ 5%,15.8%,10 ・ 5%.  0 ・ 0%.31.6%. 

WW¥CI@@ Ⅰ ¥¥A%¥@4.5%[l3.6%|@ 9.1%|l8.2%|@11.4%|@ 2.3%|@18.2%|@13.6%|@15.9%j@18.2%|@ 2.3%J20.5%| 

表 4  財団法人等の 研究開発機関の 研究員規模 
( 単位 : 人 ) 

機関研究員のい 平均中央 
数 8 機関数 最小最大値 他 

国の制度関連 26 24   191 20   
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表 6  財団法人等の 研究開発機関の 多様性       

注 ) , 期限付き採用又は 出向 
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採用又は出向に よ り研究員を確保し、 22 機関 (55.0%) が建物を借用し、 さらには、 32 機関 
(80.0%) が外部資金を 活用しており、 外部資源を活用した 運営がなされていることがわか 
る 。 タイプ別でみると、 研究費は自主財源と 外部資金の両方で、 研究員と建物は 外部資源活 

用型という形態をとっているのが 5 機関と最も多かったが、 研究員、 建物、 研究費の組み 合 

わせ別の類型は 17 種類にも及んでいる。 

以上のように、 研究規模、 研究分野、 運営形態ともに、 多様な財団法人等の 研究開発機関 
ほ ついて、 以下、 公設 試と 比較しながら 分析した結果を 報告する。 

(1)  研究員 
財団法人等の 研究開発機関の 研究員の年余分布は、 図 3 に示す よう に、 公設 試 に比較して 

25-45 歳の割合が高く、 平均年余 637.7 歳と若い。 研究員の最終学歴は、 図 4 に示す よう に 
修士修了以上が 53.1% を占めている。 これは、 公設 試と 違って、 図 5 、 6 に示す よう に多様 

な 給料体系を取れること、 期限ィ寸 き 採用や出向による 研究員の確保を 実施していることよる 

ものであ る。 

図 3  研究員の年余分布 図 4  研究員の最終学歴 
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図 6  研究員の採用 別 内訳 
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(2) 建物と設備 図 7  研究員 10 人当たりの試験研究機器点数 

財団法人等の 研究開発機関の 建物の借用光一一一研究開発機関一公設誠 財団法人告の 再 綬 ・新設 一一 e--1 他の公設 試 
としては、 地方自治体からが 13 機関、 第 3 セ 6. ㏄                                                                     

クタ一会社からが、 ( 株 ) 海洋バイオテクノ 

ロジー研究所 ( 借用 先 : ( 株 ) 鉱工業海洋生 

  学 研究所 ( 借用 先 : ( 株 ) イオン工学研究 セ 偕弗 

ンタ ㍉、 ( 財 ) 神奈川科学技術アカデミー       
( 借用 先 : ( 株 ) ケイェス ビ Ⅱなど 4 機関、 
民間からの借用は 3 機関であ った。 また、 設備 

0 ・㏄   

を 借用している 財団法人等の 研究開発機関は 、 5 ㏄万円一 Im 万円 5 ㏄ 0 万円 Ⅰ億円以上 
1 冊万円 一 5 脚万円 一 1 位 円 

6 機関であ った。 試験研究機器の 価格 

試験研究機器点数の 研究員 ¥Q 人 当たりの比較では、 図 7 に示すように、 再編又は新規設立 
の公設 諾 は、 機器の拡充を 積極的に行なっていることがわかる。 また、 財団法人等の 研究開 

秀機関は、 公設 試 に比較して少ないのは、 ここでも外部資源を 活用している 効果に よ るもの 

と思われる。 

(3) 研究経費 
外部資金を調達している 財団法人等の 研究開発機関は、 表 7 に示す よう に、 37 機関 く 84.1 
%) で、 その額は、 50.7% にもなる。 
(4) 研究成果 
表 8 に示す よう に、 財団法人等の 研究開発機関は、 学会発表の面で、 公設 試は 、 機器や製 

品 開発の面で成果を 上げている。 これは、 財団法人等の 研究開発機関は 、 よ り基礎的な研究 

を実施しているために、 まず、 学会で成果を 公表するという 手段を取っていることによると 

思 、 われる。 
表 8  研究成果の状況 

表 7  財団法人等の 研究機関の研究費の 調達 先 (1992 年度 ) ( 研究員 10 人あ たりの件数、 1 の 2 年度 ) 

5  結論 

財団法人等の 研究開発機関は、 公設 誠 に比較して、 研究員規模、 運営形態 力隈 々 であ るが、 
その中で、 研究員、 建物・設備、 研究経費の面で、 外部資源を活用した 運営形態が取られて 
おり、 特に研究員の 面では、 多様な採用形態と 給料体系により、 優れた研究員を 採用できる 
システムとなっている。 

特に、 財団法人等の 研究開発機関のうちで、 基盤 研 、 生研機構等からの 出資制度によって 
設立された研究開発機関は、 基礎的な研究を 対象とし、 研究員も期限付きや 出向が多く 、 研 
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先期間も 5-6 年という新たな 形態の研究開発機関であ るが、 科学技術の急速な 進歩や社会ニ 

ーズの多様化などから、 1 つの研究課題に 長期間にわたって 取り組むことは 難しくなってき 

ていること、 研究開発機関の 活性 ィヒ の面から、 この ょう な形態が今後増えて い くことが予想 

される。 
  

その時に 、 定められた期間内に 所定の成果を 得るためのマネージメントはどうあ るべきか 

を検討する必要があ ることは勿論であ るが、 それに加えて、 基礎的な研究成果を 産業化し、 

活用するための 社会システムを 確立することが 重要であ る。 医療系や農業系においては、 既 

に 基礎的な研究成果を 住民や農家に 還元するシステムは 構築されているところであ るが、 工 

業系においてはまだ、 構築されていない。 ( 図 8) 

生産拠点の整備から 研究開発拠点の 整備を中心とした 地域経済開発へと 転換しつつあ る我 

が国にあ っては、 研究開発機関の 設立、 誘致に よ る地域の活性化を 目指す地域が 増えて い く 

と 思われるが、 基礎的な研究開発機関を 誘致しても、 工場の誘致と 違って地元の 雇用は殆ど 

期待できないことも 併せ考えると、 新たな企業の 創出も含めて、 その成果を地域で 産業化す 
る システムを構築することが 極めて重要であ る。 

図 8  研究開発機関の 研究成果の移転手法 

川上 川下 図 一 応用研究、 適用試験 回 回   
川上と川下をつなぐシステムが 確立されている   大学行 屈 病院 
中核病院 

睡 ) 
"" 回 

( 例 )  新しい手術方法の 開発 開発された手術方法の 適用 治療法の普及 病気の治癒     

( 例 )  新品種の開発 栽培通性試験 ""' 種 。 栽 " 新品種の作付け 

栽培方法の開発 方法の普及指導   

川上と川下をつなぐシステムが 確立されていない 

公設計 地域中小企業 

図   研究所                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                               新たなシステム                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
( 例 ) 

新素材の開発 応用製品の開発 製品開発等のアドバイ 
その製造技術の 開発 回 

量産方法の開発の 後、 
新素材の製造 
応用製品の製造 
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